
　意見案第１号 

 

　　　　自衛隊員の処遇改善及び退職自衛官の再就職促進に関する意見書 

 

　近年、東アジア地域を取り巻く安全保障環境は一層厳しさを増しており、防衛力の強

化とともに、それを支える人的基盤の確保が重要な課題となっている。 

　我が国最北の地に位置する北海道は、ロシアと接し、広大な海域を抱えるなど国防上

極めて重要な地域である。道内には陸上自衛隊の主要部隊が配置され、警戒監視など我

が国の安全保障を支える重要な役割を担っている。また、北海道は我が国最大の食料供

給地域であり、その安全確保は我が国全体の安全保障にも直結している。 

　さらに、自衛隊は災害対応においても重要な役割を果たしており、平成30年北海道胆

振東部地震では、人命救助や物資輸送等に従事し、被災地の復旧・復興に大きく貢献し

た。 

　このような中、自衛官の要員不足は深刻な状況が続いている。少子高齢化や民間企業

との人材獲得競争の激化を背景に、応募者数の減少や中途退職者の増加が課題となって

いる。また、24時間即応体制や転勤負担、若年定年制なども人材確保・定着への影響が

指摘されている。 

　加えて、退職自衛官は規律意識や危機管理能力等を備えた有為な人材であり、その経

験や能力は自治体や民間企業など幅広い分野で活用が期待されている。 

　よって、国においては、次の事項について特段の措置を講ずるよう強く要望する。 

記 

１　自衛隊員の給与、住居、福利厚生等を含む処遇のさらなる改善を図ること。 

２　自衛隊の人材確保及び人材定着に向け、継続的かつ実効性のある施策を推進するこ

　と。 

３　退職自衛官の円滑な再就職を促進するため、再就職支援制度及び相談体制の充実を

　図ること。 

４　地方自治体や民間企業における退職自衛官の活用を促進し、防災・危機管理分野等

　での人材活用を推進すること。 

　以上、地方自治法第99条の規定により提出する。 
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